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⑦子ども向けイベントワークショップ（ 1 ～ 4 年生）
　あそび歌やパネルシアターの創作をしている鈴木翼氏を招き、子ども向けイベントワークショップを開
催した。保育者の職務は、幼稚園や幼稚園に在園する乳幼児の発達支援に加えて、家庭で子育てをしてい
る親子の保育指導や相談援助へと広がりを見せている。今回のワークショップでは、身体接触の少ない遊
びや対象者に合わせた遊びの展開など、柔軟性のある保育実技を学ぶことができた。ワークショップ開催
後、学生が直接体験して学んだ保育技術をまとめ、プリンターなどを用いて視聴覚教材への展開を試みて
いる。共有化することで相互学習につながったと考えている。
【教育効果】
　当該年度のねらいのひとつに、これまでの体験型の学び経験を基に学生自らが課題を探求し、その解決
方法を計画し実践することがあった。当該年度の取り組みでは、たとえば、スポーツテンカや自然保育の
研修など、場面や状況に応じた応用的な実践の技能や知識を学び、体験する機会を設けた。実際、学生の
保育実習や幼稚園教育実習において、対象者（児）の状況やねらいに合わせて保育計画に援用できたとい
う結果が報告・確認されたことから、学生の課題探究と解決の計画、実践については効果があったと考え
られた。
　次のねらいである「対人援助者としてのより広く高い技能を修得するため、体系化された体験活動プロ
主体的な課題解決を目指す保育者育成の体験型教育プログラムの展開（前田ほか） 173
グラムに取り組む」については、前述のスポーツテンカや自然保育研修の他、子ども向けイベントワーク
ショップでの実践から、保育活動の計画・実践のための体系化されたプログラムの事例を学ぶことができ
たと考えられた。
　学年横断的な交流の機会を設け、知識・技能の共有を図ることについては、上級学年による実習経験の
報告会を継続して行った。下級学年がこの報告会での学びを実習において取り入れるケースが多くあった
ことから、この報告会は学年横断的な知識・技能の共有に効果的であったと考えられた。なお、今後もこ
の報告会を継続するとともに、今後、上級学年の体験（経験）を教材や実践事例集などの形で作成し、共
有していく準備を調えた。
　体系化された体験活動プログラムの技能や知識の習得と資格取得については、レクリエーションインス
トラクター資格の基礎知識と技能の修得、ならびにスポーツテンカの普及指導員資格の取得により達成で
きた 。また、学類の教員2名が両資格を取得し、本助成事業終了後も継続的に資格取得の指導が行える体
制を整えた。なお、レクリエーションインストラクター資格取得のための学びは、特に授業の導入や展開
などの技能的側面において、教員にとっても教授法の改善に効果が感じられるものであった。
４．取り組み全体を通した成果
　本取り組み開始当初、学生には、他者とのコミュニケーションの未熟さや共同作業の拙劣さ、課題に対
する段階的解決の未熟さが感じられた。その背景として、学生自身の直接体験が不十分なために思考の素
材や事象の変容が見通せないことが考えられた。そのため本取り組みでは、学生の直接体験と他者・環境
とのかかわりの機会を保障することで、環境の変容を予測した見通しと計画力（段取り力）を高めること
をねらいとした。そして、これを保育計画の策定と実践に適用できることを目標とした。　　　　　
　本取り組みでは、期間全体を通して学生が直接体験を通して知識や技術を身につけられるよう工夫した
が、このことは、課題の発見や解決のみならず保育計画作成上の「引き出し」を拡大する上でも大変効果
的であった。また、学生間で情報を共有する、話し合うという機会を設定することで、他者とのコミュニ
ケーションの中で課題を解決しようとする姿が見られるようになった。その結果、本取り組みの経過に伴
い、各活動を実施する際に学生の自発的な企画・運営が見られるようになったり、同学年のみならず他学
年の学生との情報の共有・交換が図られるようになり、それぞれの体験や経験が実習などで相互に利用さ
れるようになった。たとえば、実習の事前指導時に作成される保育指導案において、子どもの理解や保育
ニーズを見通した計画が見られるようになるなど、実習記録にも課題解決のための素材が記録されるよう
になったことは、本取り組みの十分な成果であると考えられた。また、たとえばワークショップの開催の
際には、対象者に合わせた活動を立案・実施できるようになったこと、さらにそれをグループディスカッ
ションにより形成することができるようになったこと、外部機関との連携によるイベントの企画・運営を
学生間の協力により実行できるようになったことは、援助ニーズを踏まえた社会活動の実施という点につ
いて、本取り組みの成果であると考えられた。さらに、レクリエーションインストラクター資格の基礎講
習の受講やスポーツテンカ普及指導員資格の取得など、体験型教育の中でプログラムが体系化されている
活動に関する技能・知識や資格の取得についても、概ね目的を達成することができ、学生の資質向上に関
する教育改善が認められたと考えられた。
　以上のように、学生の直接体験の機会を増やし、他者・環境とのかかわりの機会を増やすという教育的
配慮は、学生自身が自ら課題を発見し、解決を見通して段取りを組むというプロセスを育てる上で効果的
であったと考えられ、本取り組みの成果として示される点であると考えられた。
和洋女子大学紀要　第58集174
　前田　泰弘（和洋女子大学 人文社会科学系 教授）　　
関山　邦宏（和洋女子大学 人文社会科学系 特任教授）
太田　光洋（和洋女子大学 人文社会科学系 教授）　　
鈴木みゆき（和洋女子大学 人文社会科学系 教授）　　
大神　優子（和洋女子大学 人文社会科学系 准教授）　
塩野谷祐子（和洋女子大学 人文社会科学系 助教）　　
（2017年10月10日受理）
